2013年1月28日

　　　　　　　　　　　　　　　　　全日本自治団体労働組合
生活困窮者の生活支援の在り方に関する特別部会報告書
及び生活保護基準削減方針に対する自治労見解

Ⅰ　生活困窮者の生活支援の在り方に関する特別部会報告書について

１． 2013年1月25日、厚生労働省の社会保障審議会・生活困窮者の支援の在り方に関する特別部会において、報告書が固まった。この特別部会は、民主党政権下において、社会保障・税一体改革大綱（2012年2月17日閣議決定）にもとづき、生活困窮者対策について、総合的に取り組むための「生活支援戦略」を策定する、としていたものである。

2.　今回、報告された内容については、自治労の提言も踏まえ、就労準備のための支援、中間的な就労、家計再建に向けた支援、居住の場の確保、子ども・若者の貧困の防止などが明記されている。また、新たな相談支援体制の在り方については、地域の実態に即し、福祉事務所を設置している自治体を中心とした考え方が示されている。
生活保護に至らないための取り組みついては、評価しつつも、中間的就労が新たな貧困ビジネスにつながる懸念や、実施体制に向けた財源や人員が十分なのかという課題もあることから、実施体制の構築に向け、引き続き、検証を行っていく必要がある。
3.　生活保護制度の改革については、自立・就労支援については、あくまで本人の意思が尊重されるべきものであり、これをもって保護の打ち切りがあってはならない。また、不正・不適正受給対策については、扶養義務については表現が弱まったものの、29条調査に就労状況や保護費の支出状況が加わったのは問題である。ただ、「十分配慮」との文言も挿入されたことから、福祉事務所においては、受給抑制につながらない運用が求められる。

更には、不正受給に係る返還金と保護費との調整については、本人同意であっても、生活保護法の趣旨を逸脱する懸念があり、今後の検討に対して慎重な対応を求めていく必要がある。
4.　今後、厚生労働省は、法案化作業とともに、当面は地方自治体におけるモデル事業の実施に向けて検討をすすめることを表明しており、引き続き、課題などについて提言をしていくことが必要である。

また自治労は、新たな生活困窮者対策や不正受給対策に対しては、福祉事務所の実施体制の強化が必要と訴えてきた。今後、地方交付税の増額や、ケースワーカーの標準数に則った配置を強く求めていくものである。
Ⅱ　生活保護基準の削減について

1.　一方、社会保障審議会の生活保護基準部会は1月18日、現状の保護基準と消費水準の検証についての報告書をとりまとめた。報告書では、世帯構成員の年齢、世帯人員、地域を考慮した場合では、これらの条件によって生活保護費と消費水準の間に様々な差が生じていることが分析され、そのもと、多人数世帯では生活保護費よりも消費水準の方が低いが、60歳以上単身世帯では保護費が消費水準よりも4.5％低いことが明らかになった。
2.しかし、自民党が昨年１２月の衆院選政権公約で「生活保護給付水準の原則１割カット」を掲げて政権に復帰した中、政府は、基準部会の検証を大きく切込み、生活扶助費を８月から３年間で７４０億円削減することを確認した。削減幅は７．３％。内訳は、生活扶助費の６７０億円、期末一時扶助費が７０億円とされている。都市部に住む４０代夫婦と子ども２人の世帯では１５年度以降、基準額は９．０％減にもなり、大きな影響が生じる。更に多人数世帯については、より大きな影響が生じ、子どもの貧困が更に拡大することとなり、不当な決定と言わざるをえない。
3.　自治労は、生活保護基準は、最低限度の生活を保障するものであり、被保護者、とりわけ子どもの貧困が拡大しかねないこと、また、引き下げによって、就学援助の基準や最低賃金の改善にも大きな影響があり、負のスパイラルを生みだし、格差・貧困を拡大することから、強く反対するものである。今後、協力政党や連合などと連携して国会対策などを強化していくこととする。
以上
